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令和４年度脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業

演者は日本脳卒中学会にCOIを
自己申告しています。
本演題に関するCOIはありません。
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主要疾患別死亡率の年次推移

脳卒中は
日本人の死因の上位を占めます

厚生労働省: 令和元年(2019年)人口動態統計より作図
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循環器病対策推進基本計画が閣議決定
2020年10月27日（基本法2018年12月公布、2019年12月施行）

厚生労働省ホームページより



脳卒中・循環器対策推進の枠組み

政府基本計画策定後、都道府県ごとに対策推進協議会を設置し、地域の実情
に応じた計画を策定。計画から実行の指標を定め、PDCAサイクルを回し、
基本計画は少なくとも6年ごとに見直す。

循環器病対策推進基本計画策定

循環器病対策推進協議会を設置し、その意見を聞く
政府

医学界新聞3353号, 2020.

都道府県循環器病対策 推進計画 策定
都道府県循環器病対策推進協議会を設置するよう努め、
その意見を聞く

・国・地方公共団体 ・医療保険者
・国民 ・保健・医療・福祉業務従事者

責務の
実施

都道
府県

少なくとも6年ごとに基本計画を見直す



福岡県循環器病対策推進計画概要
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第４章 個別施策

基本施策１ 循環器病の予防や
正しい知識の普及啓発

基本施策２ 健康、医療及び福祉
に係るサービスの提供体制の充実

基本施策３ 多職種連携による循
環器病患者への支援の充実

がん感染症疾病対策課 - 福岡県庁ホームペ―ジより
https://www.pref.Fukuoka.lg.jp/soshiki/4400227/



福岡県循環器病対策推進計画概要

6がん感染症疾病対策課 - 福岡県庁ホームペ―ジより
https://www.pref.Fukuoka.lg.jp/soshiki/4400227/

脳卒中・循環器病は福岡県の医療
費の第一位を占め、死因の割合も
がんとほぼ同等です。



7厚生労働省ホームページより

これまで急性期の病院から自宅復帰まで脳卒中および心臓病等に関するさまざま
な相談を一貫して受ける仕組みがありませんでした。今回のモデル事業ではこの
点に着目し、がん診療連携拠点病院のように、脳卒中と心臓病の中核施設で循環
器対策推進計画の④から⑩までの課題に取り組むための仕組みづくりを始めてい
ます。



モデル事業の概要
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脳卒中・心臓病等総合支援モデル事業
• 令和4年度 実施法人の選定について

• 公募要綱に基づき、28 自治体 32 病院
からの応募があり、病院から提出され た
事業計画書等について、総合支援委員会
による書面審査を行った結果、別表 の
10 自治体 12 病院を選定。

2022年6月8日
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脳卒中・心臓病等総合支援センターに求める役割
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（１）循環器病患者・家族の相談支援窓口の設置

（2）地域住民を対象とした循環器病に関する情報提供

（3）地域の医療機関、かかりつけ医を対象とした研修会、
勉強会等の実施

（4）相談支援を効率的に行う、資材の開発・提供
（5）急性期から生活期まで一貫した医療連携支援及び地域包括ケアシステム
との協働

（6）就労支援・両立支援

（7）移行医療支援

専門スタッフとの連携や常勤の相談員の配置 電話、メール、HPでの対応
医療資源や公的サービスの情報提供 各施設と連携した相談支援

循環器病の予防、早期発見、治療や疾病管理、後遺症等に関する県民公開
講座の実施（県内４地区）
循環器病の予防に関する動画や資材を作成 HPやSNSなどで情報提供

早期診断や重症化予防に関する研修会
循環器病の緩和ケアに関する研修会の開催

福岡県がん感染症疾病対策課、2022．07．06



福岡県では九州医療センターが、令和４年度の
脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業を担当します
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独立行政法人 国立病院機構九州医療センター

〒810-8563
福岡市中央区地行浜1丁目8番1号

脳卒中・心臓病等総合支援センター

開設のご案内

厚生労働省の令和４年度事業として全国10都道府県（福岡県では
九州医療センター）に脳卒中・心臓病等総合支援センターが開設
されました。
九州医療センターでは福岡県の循環器病対策推進計画と連携して

本事業を推進します。
事業の主な内容は脳卒中、心臓病等の患者さんに対する患者相談

窓口の設置、福岡県民を対象とした研修会、かかりつけ医と医療
従事者に向けた研修会の実施、啓発資材の開発などです。

患者相談窓口では医師、薬剤師、管理栄養士、リハビリテーショ
ンスタッフ、医療ソーシャルワーカー、脳卒中・心臓病等担当看護
師が、脳卒中や心臓病等と診断された患者さんとご家族の生活上の
注意点、療養場所、後遺症や仕事と治療のことなど、様々な疑問や
不安に対し、お話しを聞かせていただき、悩みに応じた解決策を一
緒に考えていく支援を行っています。

平日9:00～16:00（予約制）
TEL：092-836-5003

地域連携室看護師
※入院中の方は病棟看護師

受付時間

対応窓口

相談窓口について

脳卒中・心臓病等総合支援センター開設について

相談無料

九州医療センター病院ホームページから

国立病院機構 九州医療センター
http://www.kyumed.jp
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九州医療センター病院ホームページから

県内初！！脳卒中・心臓病等の相談窓口を開設します！～県内の患者・家族からの相談受付を開始～ - 福岡県庁ホームページ
(fukuoka.lg.jp)



脳卒中・心臓病等
総合支援センターでは

脳卒中・心臓病等担当看護師

心不全療養指導士

脳卒中療養相談士

脳卒中や心臓病等と診断された患者さんと

ご家族の様々な疑問や不安に対し、脳卒

中・心臓病等に関する担当者がお話しを聞

かせていただき、悩みに応じた解決策を一

緒に考えていく支援を行っています。

〒810-8563
福岡市中央区地行浜1丁目8番1号

独立行政法人国立病院機構

九州医療センター

TEL 092-852-0700（代表）

独立行政法人国立病院機構
九州医療センター

脳卒中・心臓病等
総合支援センター

相談･受付時間：
平日9:00～16:00

（予約制）
相談対応窓口：地域連携室看護師

入院中の方は病棟看護師

医師
薬剤師
管理栄養士
理学療法士
医療ソーシャルワーカー

九州医療センター脳卒中・心臓病等総合支援センター 2022年9月



ご利用までの流れ

1.地域連携室の看護師や病棟の
看護師に相談し、予約を取りま

す。

3.相談内容に応じて、主治医や
他部門と連携して対応したり
情報提供を行います。

脳卒中や心臓病等がある患
者さんやそのご家族

2.予約された日時に面談

対象となる方

その他

※面談時間はお一人につき30
分程度を予定しています。
※面談場所はその都度お知ら
せします。

患者さんとご家族が病気や治療について理解を深め、
納得のいく選択ができるよう診療科医と連携し、
脳卒中や心臓病等に関する担当者が個別的かつ継続
的に支援します。

経済的な問題、仕事と治療の
両立について個別性のある支
援を考えます。

自宅でのリハビリテーションが
適切にできるよう相談を行います。

定期受診の必要性や疾患との
向き合い方、今後の人生をどう
過ごしたいかを一緒に考えます。

食生活で気を付ける点や内服薬の効
果や注意点について栄養指導・薬剤
指導を行います。

脳卒中や心臓病の病気や治療につ
いて専門医が相談を受けます。

九州医療センター脳卒中・心臓病等総合支援センター 2022年9月
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運用フローチャートとトリアージ実施手順



脳梗塞患者さんの急性期病院退院前の相談の例

退院のときに聞いておきたいこと
１．退院後の治療、生活上の注意、今後の見通し

２．リハビリ専門病院をいくつか紹介してもらえますか？
３．リハビリ専門病院にはどのくらいの期間入院することになりますか？
４．自宅近くのかかりつけ医を紹介してもらえますか？
５．退院後もこちらで定期的に検査を受けたいのですが

薬への不安
１．薬はずっと飲み続けなければいけないのですか？

専門医やかかりつけ医とどうつきあいますか？
１．自宅に退院後はかかりつけ医が中心となります
２．専門医とかかりつけ医をつなぐ地域連携パスがあります

病状回復への不安
１．６カ月を過ぎたら元にもどらないのですか？
２．失語症など高次脳機能障害は６か月後も回復が期待できます。

ダメージを受けた部分を補うように神経線維のバイパスができる、
こうした変化をイメージしてリハビリを続けると励みになります。



再発の不安
１．再発しやすいかどうか、定期検査でわかるのですか？
２．半年から１年に１回、専門医療機関で検査を受けて変化や再発
の兆候がなければ自信につながります。

自立できる環境づくりに何が必要でしょうか？
１．退院する前に一時帰宅で実際の生活を試してみる
２．転倒対策を考える

脳梗塞が起こると認知症になるの？
１．脳梗塞を発症≠認知症になる
２．脳梗塞再発を繰り返すと血管性認知症になる可能性があります
３．脳梗塞の再発予防は認知症予防にもつながります。

持病への不安
１．無関係に見える診療科でも注意が必要
２．歯科、消化器科、整形外科、泌尿器科



周囲の人はどうサポートしたらいいの？

１．目標を共有して自立を支援する
２．変化を受け入れて理解する。
３．できたことを一緒に喜ぶ
４．手を出しすぎずに見守ることも大切
５．薬の飲み忘れをチェックする。

遠方からでもサポートはできる
６．地域参加や社会活動を支援する
７．寄り添う気持ちを持つ
８．ことばの選び方も大切 責める言い方を避け、やる気

を引き出す声かけを



脳卒中センターの機能と役割

一次脳卒中センター Primary Stroke Center: PSC

• 1. 24時間365日脳卒中患者を受け入れ、速やかに診療（rt-PA静注療法を含む）を開始できること

• 2. 急性期脳卒中診療担当医師が常勤するとともに、脳卒中ユニット（stroke unit: SU）を有すること

• 3. 急性期リハビリテーションを行えるスタッフがいること

• 4. 定期的な臨床指標取得により脳卒中医療の質がコントロールできること

• 5. 一般市民・患者に対して脳卒中発症予防、症状と発症時の適切な対応に関する啓発活動を行うこと

血栓回収脳卒中センター Thrombectomy-Capable Stroke Center: TSC

• 一次脳卒中センターの要件に加えて、

• 1. 24時間365日、急性期脳梗塞に対する機械的血栓回収療法を速やかに開始できること。

• 2. 機械的血栓回収療法を実施する医師が常勤すること。

• 3. 脳卒中患者及びその家族に対して、地域におけるリハビリテーション、介護、患者支援、保健福祉

• などの情報を提供できる「脳卒中相談窓口」を有すること。

• 4. PSCと連携した災害・感染症蔓延時の対応策が策定されていること。

包括的脳卒中センター Comprehensive Stroke Center: CSC

• 血栓回収脳卒中センターの要件に加えて、

• 1. 24時間365日、高度な脳神経外科治療と血管内治療が可能であること。

• 2. Stroke care unit（SCU）あるいはIntensive care unit（ICU）又はこれらに準ずるものを有する
こと。

19
脳卒中と循環器病克服第二次5ヵ年計画 ストップCVD（脳心血管病）
健康⻑寿を達成するために 2021年3月
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専門施設における早急な診断と適切な治療、
患者・家族への説明と相談支援が重要です

発症直後に脳卒中専門施設へ搬送

チーム医療・組織医療 の実践

画像検査，rt-PA・血管内治療へ対応

早急な診断と適切な治療

※組織医療とは脳卒中センター組織が理念・使命の実現に向け，価値・行動規範を共有し，適正かつ安全で
有効性を最大化する医療のプロセスであり，継続して組織の医療の質を改善していくこと

※ ※急性期医療施設から患者家族の困りごとや疑問に適切な説明と相談支援を行う体制を構築する
監修：日本脳卒中協会

岡田靖 (国立病院機構九州医療センター)

患者家族への説明と相談支援



研修を受けた心不全療養士や脳卒中相談療養士（医師・看護師・
医療ソーシャルワーカー等）が患者相談窓口で対応します

医学界新聞3353号, 2020.
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脳卒中における循環型の医療・介護体制の整備

脳卒中と循環器病克服第二次5ヵ年計画 ストップCVD（脳心血管病）
健康⻑寿を達成するために 2021



脳卒中・循環器病５か年計画が目指すもの
23

脳卒中と循環器病克服第二次5ヵ年計画 ストップCVD（脳心血管病）
健康⻑寿を達成するために 2021循環器病総合支援センターモデル事業



まとめ

１．令和４年度脳卒中・心臓病等総合支援モデル事業に
選定されました

２．相談窓口を設置し、運用マニュアルを作成し、9月26日
より相談窓口を広報して活動しています

３．今年度は脳卒中協会や循環器学会と合同で２つの市
民公開講座を開催し、保健師・かかりつけ医を対象とした
講習会を計画しています。

４．今後は、脳卒中・心臓病等総合支援モデル事業で患
者家族の希望や困りごとを把握・分析して支援し、県内の
医療機関の脳卒中・心臓病等の予防啓発と患者支援体
制・相談事業の整備を支援していきます。


